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ヘルスケアREITが投資対象とする施設には、主に「高齢者向け施設」「看護施設」「医療用ビル」

「病院」等があります。当資料では、米国ヘルスケアREITの組入物件別シェアで４割以上を占め、高齢化

の進展により注目が集まる「高齢者向け施設」についてご紹介いたします。

米国高齢者向け施設の分類について

米国の代表的な高齢者向け施設は、高齢者住宅とCCRC（終身介護コミュニティ）に分類することができます。

各施設の主な入居対象者と提供サービスについては以下の表の通りとなっています。

＜施設タイプ別の入居対象者と提供サービスの分類＞

＜ 高齢者住宅 ＞

高齢者住宅には、以下の３つのタイプの施設が存在し、施設により提供されるサービスが異なります。

■ アクティブシニア賃貸住宅

 アクティブシニア層向けの住宅コミュニティ。主なターゲット年齢層は55-65歳。

 居住者は住居のほか、クラブハウス（ラウンジ、映画館、プール、フィットネスジム等を含む）等の

共用娯楽施設を利用できる。基本的に生活支援・介護サービスはない。

■ インディペンデントリビング（自立高齢者賃貸住宅）

 比較的自立性の高い高齢者向けの賃貸住宅。主なターゲット年齢層は65-75歳。

 居住と生活支援サービスの割合はおよそ 9：1 で、生活支援サービスは食事や清掃、洗濯等の基礎的

サービスに限定される。ベビーブーマー世代の退職に伴う需要が期待されている。

■ アシステッドリビング（軽度要介護者賃貸住宅）

 日常生活における軽度の介護を要する高齢者向け賃貸住宅。主なターゲット年齢層は75歳以上。

 ベビーブーマー世代の高齢化に応じ、将来的に市場規模の緩やかな拡大が見込まれる分野。

軽度の介護サービスが付加されていることから、平均月額賃料はインディペンデントリビングより高

い。

※ 上記は過去の情報であり、将来の動向や運用実績を示唆・保証するものではありません。

出所：三井住友トラスト基礎研究所の資料を基に東京海上アセットマネジメント作成
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 日常生活における軽度の介護を要する高齢者 〇 〇 〇 〇 〇

 65歳以上の高齢者（看護サービスも含めた全

てのサービスを一カ所の施設で提供）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 CCRC（終身介護コミュニティ）

施設区分 入居対象者

提供サービスの分類

不動産 サービス

高

齢

者

住

宅



販売用資料
東京海上・世界ヘルスケアREITファンド（毎月決算型）

追加型投信/内外/不動産投信
2020.02

CCRCは、高齢者住宅で提供している食事や軽度介護等のサービスに加え、病院並みの高いレベルの看

護を含めたサービスを一カ所の施設内で提供する総合型シニア住宅です。

＜ CCRC（終身介護コミュニティ） ＞

 高齢者が健康なうちに移り住み、継続的に医療介護サービスまで受けられる居住コミュニティ。

CCRC：Continuing  Care  Retirement  Community の略。

 居住者は月額賃料に加え、入居時に多額の入会金を求められる。持家を売却して施設に入るケースが

多く、高齢者向け施設のなかでは比較的、景気変動や住宅価格の影響を受けやすい。

保有リート：Healthpeak Properties オペレーター：Brookdale Senior Living

所在地：フロリダ州リースバーグ 画像出所： Healthpeak Properties 

＜ 物件事例：Lake Port Square ＞
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＜ 高齢者住宅(インディペンデントリビング)の物件事例： Atria at the Arboretum ＞

保有リート：Ventas

オペレーター：Atria Senior Living

所在地：テキサス州オースティン

※ 上記はヘルスケアREITが保有する主なヘルスケア関連施設についてご理解を深めていただくための例示です。
※ 個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、当ファンドへの将来の組入れを保証するものではありません。

画像出所：Atria Senior Living

出所：三井住友トラスト基礎研究所の資料、各物件のHPを基に東京海上アセットマネジメント作成
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米国高齢者向け施設の状況について

2009年12月末～2019年12月末、四半期

（件）

＜ 月額賃料の推移 ＞

（ドル）

＜ 施設数の推移 ＞

2009年12月末～2019年12月末、四半期

80

85

90

95

100

2009 2012 2015 2018

インディペンデントリビング（自立高齢者賃貸住宅）

アシステッドリビング（軽度要介護者賃貸住宅）

CCRC（終身介護コミュニティ）

＜ 入居率の推移 ＞

2009年12月末～2019年12月末、四半期

（%）

＜ 米国出生数の推移 ＞

1910年～1980年、年次

ベビーブーマー世代
が高齢者層へ

（万人）

 米国ではベビーブーマー世代（1946年～64年生まれ）の高齢化が今後本格化し、高齢者向け施設の需要が

一層高まることが予想されています。

 アシステッドリビングの施設数は、ベビーブーマー世代の高齢化進展による需要拡大を見込み、増加傾向で推

移しています。一方でインディペンデントリビング、CCRCの施設数は微増、横ばいで推移しています。

 入居率は供給が増えているアシステッドリビングで低下傾向にありますが、足もとでは底打ちしています。

一方で供給が抑制されているインディペンデントリビング、CCRCの入居率は緩やかに上昇しています。

 月額賃料は全ての施設で上昇傾向が継続しています。

高齢化進展による需要拡大を背景に、過去10年で約3割上昇しています。

出所： 米国国立衛生統計センター 出所：ブルームバーグ（データ元はNIC MAP Data Service) 

- 高齢化の進展により更なる需要拡大が期待される -

出所：ブルームバーグ（データ元はNIC MAP Data Service) 

※ NIC MAP Data Serviceのデータは全米31都市ベース。施設の大部分が各タイプを占めるものを対象としています。
※ 上記は過去の実績であり、将来の動向や運用成果等を示唆・保証するものではありません。 3
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収益分配金に関する留意事項
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ファンドの主なリスク 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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お申込みメモ 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの費用 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■設定・運用は■お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は

商 号 等：東京海上アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第361号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

サービスデスク 0120-712-016 ※土日祝日・年末年始を除く9時～17時

商 号 等：三井住友信託銀行株式会社
登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号

加入協会：日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会

三井住友信託銀行でお申込みの場合

■投資者が直接的に負担する費用

■投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの手数料等の合計金額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。
また、ファンドが実質的に投資するREITについては、市場の需給等により価格形成されるため、REITの費用は表示しておりません。

購入時・換金時

申込金額 手数料率

1,000万未満 3.3%（税抜3.00%）

1,000万以上1億円未満 2.2%（税抜2.00%）

1億円以上 1.1%（税抜1.00%）

信託財産留保額 ありません。

申込金額*に応じて、購入価額に下記の手数料を乗じて得た額とします。

*申込金額とは「購入価額×取得口数」に

購入時手数料および購入手数料に対する

消費税等相当額を加えた総額です。

購入時手数料

保有時

純資産総額 200億円以下の部分 200億円超の部分

信託報酬率 年率1.749%（税抜1.59%） 年率1.694%（税抜1.54%）

その他費用・

手数料

運用管理費用

（信託報酬）

日々の純資産総額に対して、下記に掲げる率を乗じた額とします。

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。

・ 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

   ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）を日々計上し、

   毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。

・ 組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料

・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用

・ 信託事務等にかかる諸費用

※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額

   等を表示することができません。


